
京都市民のいのちを守り育む福祉・保健・医療の充実 

 

２１ 保育所をはじめとする児童福祉施設，障害福祉施設，老人

福祉施設など民間社会福祉施設の耐震化の促進 

                      （厚生労働省） 

 

京都市においては，市内の保育所のうち９割が民間保育所であるなど，福祉施策

の推進において民間社会福祉施設が非常に大きな役割を担っています。 

民間社会福祉施設の約３割となる約380棟は，昭和56年の建築基準法改正による

新耐震基準導入以前に建てられたものであるため，耐震性が不十分な施設が多く残

っており，耐震化率は全国平均を下回っています。 

特に民間保育所は，新耐震基準導入以前に建てられたものが約 7 割となる約 180

棟を占めるうえ，資力の弱い小規模な法人が運営しているものが多く，耐震化を検

討する際には，補助制度適用の可否や事業者負担の割合がその判断に大きく影響し

ますが，現行制度の下では，事業者負担が大きく耐震化が進みにくい状況にありま

す。 

京都市においては，「民間社会福祉施設耐震診断助成」を平成 20 年度から実施し

ており，平成24年度からは「耐震アドバイザー派遣事業」を開始するなど，民間社

会福祉施設の耐震化の促進に努めてきました。 

今後は，アドバイザーによる調査結果を踏まえ，きめ細かく相談に応じ，助言・

指導を行っていくこととしています。 

しかしながら，民間社会福祉施設の耐震化には想定で約 140 億円もの多額の経費

を要することから，耐震化の促進に事業者負担の軽減が不可欠です。 

この状況を解決するには，補助率の嵩上げなど，現行の補助制度を大幅に拡大し，

耐震化の促進につながる制度の充実を図る必要があることから，次のとおり求めま

す。 

提案・要望事項 

１ 耐震化促進に対する継続した財政措置 

２ 民間事業者負担軽減を可能とするための補助率の嵩上げ 

３ 補助対象，事業者の条件に関する補助制度の要件の緩和 
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（平成 25年 3月時点） 

 棟数 耐震化率 耐震化率 耐震化率 耐震化率 
（（（（参考参考参考参考））））全国平均全国平均全国平均全国平均    

 （A） 耐震性有（B） 耐震性不十分 （（（（B/AB/AB/AB/A） ） ） ） 

民間保育所 259 130 129 50.2% 68.9% 50.2% 68.9% 50.2% 68.9% 50.2% 68.9% 

その他児童福祉施設 64 42 22 65.6% 75.0% 65.6% 75.0% 65.6% 75.0% 65.6% 75.0% 

障害福祉施設 244 170 74 69.7% 75.8% 69.7% 75.8% 69.7% 75.8% 69.7% 75.8% 

老人福祉施設 597 531 66 88.9% 92.3% 88.9% 92.3% 88.9% 92.3% 88.9% 92.3% 

合計 1,164 873 291 75.0% 83.9% 75.0% 83.9% 75.0% 83.9% 75.0% 83.9% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金） 

 現行の補助制度では，定員増を行った場合にのみ，国の補助率のかさ上げ（1/2⇒2/3）措置

が行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市における民間社会福祉施設耐震化の状況 

 国 １／２ 

 

市 １／４ 

 

事業者 １／４ 

 

○ 京都市は，全国平均に比べて民間社会福祉施設の耐震化が遅れている。 

  特に全国平均を大きく下回る民間保育所の耐震化促進が喫緊の課題！ 

○ 民間社会福祉施設の耐震化には，約１４０億円もの経費が必要。 

  民間保育所だけでも約６０億円もの経費が必要！ 

 

      耐震化促進のためには，事業者の負担軽減が必要！ 

（例）民間保育所耐震化に対する補助制度 平成２５年度末までの

時限措置！ 

 国  

民間社会福祉施設の負担を軽減し，耐震化の促進を図るために， 

○ 民間社会福祉施設の耐震化促進に対する継続した財源措置を！ 継続した財源措置を！ 継続した財源措置を！ 継続した財源措置を！ 

○ 民間社会福祉施設の耐震化促進に重点を置き，補助率のかさ上げ対象を拡大補助率のかさ上げ対象を拡大補助率のかさ上げ対象を拡大補助率のかさ上げ対象を拡大

し，事業者負担の軽減を可能に！し，事業者負担の軽減を可能に！し，事業者負担の軽減を可能に！し，事業者負担の軽減を可能に！    

○ 補助制度における対象，事業者の要件緩和を！補助制度における対象，事業者の要件緩和を！補助制度における対象，事業者の要件緩和を！補助制度における対象，事業者の要件緩和を！    

 

定員増を行わない大規模改修を行った場合の負担割合（現状） 

国 
(かさ上げ)  

市 事業者 

国のかさ上げ分を活用し

て事業者の負担軽減が可

能に！ 

定員増を行わない大規模改修を行う場合にも補助率のかさ上げを 
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